
第 71 回 定 時 株 主 総 会
ウ ェ ブ サ イ ト 掲 載 事 項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

第71期（2012年4月1日から2013年3月31日まで）

株式会社アドバンテスト

上記の事項につきましては、法令および定款第13条に基づき、当社
ウェブサイト（http://www.advantest.co.jp/investors/）に掲載
することにより、株主の皆様にご提供いたしております。
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■連結注記表
1．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結計算書類の作成基準

当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条の2第１項の規定により、米国で一般に公正妥当と認められ
た会計基準による用語、様式および作成方法に準拠して作成しております。ただし、同項の規定に準拠し
て、米国において一般に公正妥当と認められた会計基準により要請される記載および注記の一部を省略し
ております。

（2）連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数 32社
・主要な連結子会社の名称は、事業報告の「１．企業集団の現況（３）重要な子会社の状況」に記載して
いるため、省略しております。

（3）持分法の適用に関する事項
持分法適用会社の状況
・持分法適用関連会社の数および名称 1社 株式会社イー・シャトル

（4）重要な会計方針に関する事項
① 現金同等物
満期が3ヶ月以内の預金および譲渡性預金からなっております。

② 棚卸資産の評価基準および評価方法
原価または時価のいずれか低い金額で評価しております。原価は平均法によって算出しております。

③ 有価証券の評価基準および評価方法
売却可能有価証券………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
その他の有価証券………取得原価法

④ 有形固定資産の減価償却方法
見積耐用年数に基づき定額法で計算しております。

⑤ のれんおよびその他の無形資産
のれんおよび耐用年数を見積ることができないその他の無形資産は、規則的な償却を行わず、少なく
とも1年に一度は減損テストを行っております。耐用年数を見積ることのできる無形資産は、その見積
耐用年数にわたり定額法により償却しております。

⑥ 長期性資産の減損
有形固定資産や償却対象の無形資産などの長期性資産は、帳簿価額が回収できないという事象や状況
の変化が生じた場合に、減損に関する検討を行っております。帳簿価額が将来見積キャッシュ・フロ
ーを上回っていた場合には、帳簿価額が公正価値を超過する金額について減損を認識しております。
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⑦ 引当金の計上基準
貸倒引当金…………………回収可能性に照らして売上債権が過大になることを防ぐため、売上債権

に影響を与えることが十分に考えられる貸倒損失に対する見積額を計上
しております。

製品保証引当金……………保証期間における修理を将来提供するため、保証期間にわたる見積修理
費用等を、過去の実際の修理費用の売上に対する発生率等に基づいて引
き当てております。

未払退職および年金費用…従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債
務および年金資産の公正価値に基づき計上しております。
その他の包括利益（損失）累計額に計上される年金数理上の純損失およ
び過去勤務費用については、従業員の平均残存勤務年数で定額償却して
おります。

⑧ 外貨換算
機能通貨が現地通貨である海外子会社の財務諸表は、資産および負債項目は決算日の為替レートによ
り、収益および費用項目は期中平均レートにより換算し、その結果生じる為替換算調整額はその他の
包括利益（損失）累計額として計上しております。機能通貨が日本円である海外子会社の財務諸表は、
日本円により再測定し、その結果生じるすべての為替差損益は、再測定された期間のその他収益（費
用）として計上しております。

⑨ 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

2．会計方針の変更に関する注記
　2011年6月に、米国財務会計基準審議会は、包括利益の表示に関する基準を改訂しました。当該基準で
は、包括利益を株主持分変動計算書で表示する選択肢を削除し、包括利益の構成要素を１つの連続した包
括利益計算書で表示する方法か、または連続した２つの計算書として表示することを要求しております。
また、2011年12月に、米国財務会計基準審議会は、先に改訂した包括利益の表示に関する基準の新規定
のうち、その他の包括利益累計額からの組替調整額の表示に対する修正の適用日の延期を公表しました。
当社グループは、2012年4月1日より開始する第1四半期から当該基準を適用しました。当該基準の適用に
よる経営成績および財政状態への重要な影響はありません。

　2011年9月に、米国財務会計基準審議会は、のれんの減損テストに関する基準を改訂しました。当該基
準では、企業が実施するのれんの減損テストにおいて、報告単位の公正価値を算定する前に、定性的要因
を評価することが認められ、企業は報告単位の公正価値が帳簿価額を下回るという確率が50％超であると
判断した場合を除き、報告単位の公正価値を算定する必要はありません。当社グループは、2012年4月1
日より開始する第1四半期から当該基準を適用しました。当該基準の適用による経営成績および財政状態へ
の重要な影響はありません。
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3．表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「未払法人税等」は、金額
的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

4．連結貸借対照表に関する注記
（1）貸倒引当金 200百万円
（2）有形固定資産の減価償却累計額 43,869百万円

5．連結資本勘定計算書に関する注記
（1）当連結会計年度末における発行済株式の数 普通株式 199,566,770株
（2）剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額
決 議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

2012年5月30日
取締役会 普通株式 1,733百万円 10円 2012年3月31日 2012年6月4日

2012年10月25日
取締役会 普通株式 1,735百万円 10円 2012年9月30日 2012年12月3日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの
決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

2013年5月30日
取締役会 普通株式 利益剰余金 1,738百万円 10円 2013年3月31日 2013年6月4日

（3）当連結会計年度末において発行している新株予約権
（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）
2009年6月25日取締役会決議に基づくもの 普通株式 328,000株
2010年6月24日取締役会決議に基づくもの 普通株式 298,000株
2011年6月24日取締役会決議に基づくもの 普通株式 984,000株
2011年7月4日取締役会決議に基づくもの 普通株式 1,389,699株
2011年7月27日取締役会決議に基づくもの 普通株式 223,000株
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6．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については信用度の高い金融機関に対する短期的な預金等に限定しておりま
す。受取手形および売掛金に係わる顧客の信用リスクは、与信管理基準に沿ってリスク低減を図っており
ます。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに公正価値の把握を行
っており、非上場株式については定期的に減損の要否を検討しております。さらに、年に一回、株式等の
有価証券については継続保有の見直しを行っています。なお、デリバティブは資金管理要領に従い、信用
度の高い金融機関との間で、為替相場の変動リスクに対処する実需の範囲で行うこととし、投機的な目的
での取引は行っておりません。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　2013年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。なお、現金および現金同等物、売上債権および買掛金の時価は、連結貸借
対照表計上額とほぼ等しいため除いております。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額
（1）投資有価証券

　売却可能有価証券 5,455 5,455 －
（2）為替予約等

　資産 16 16 －
　負債 （0） （0） －

（3）社債 （25,000） （25,026） （26）
（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注）1.金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

(1)投資有価証券については、公正価値の見積りが可能なものを表示しており、時価は取引所の価格等によっております。
(2)為替予約については、取引を約定した金融機関による計算額によっており、連結貸借対照表上その他の流動資産（負債）に含めて表示しております。
(3)社債については、公表された市場価格によっております。
2.非上場株式（連結貸借対照表計上額468百万円）は、市場価格がなく、公正価値の見積りが実務的でないため、「(1)投資有価証券」には含めておりません。

7．1株当たり情報に関する注記
1株当たり株主資本 812円70銭
基本的1株当たり当期純利益 △ 22円 3銭

8．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

9．その他の注記
記載金額は百万円未満を四捨五入で表示しております。
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■個別注記表
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準および評価方法

① 子会社株式および関連会社株式……………移動平均法による原価法
② その他有価証券

時価のあるもの……決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法
（2）棚卸資産の評価基準および評価方法

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
を採用しております。

（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）………定額法

② 無形固定資産（リース資産を除く）………定額法
ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内にお
ける見込利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用して
おります。

（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金…………売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

② 製品保証引当金……無償保証期間中の修理費用等をその発生した期間に正しく割り当てられるように
処理するため、過年度の売上高に対して発生した次年度の修理費用の発生率等を
基礎として、翌事業年度に発生する見積額を計上しております。

③ 役員賞与引当金……役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度に対応す
る見積額を計上しております。

④ 退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金
資産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により按
分した額を費用処理することとしております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間に
よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ
ととしております。

（5）消費税等の処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

定時株主総会ウェブサイト掲載事項 （宝印刷）  2013年05月20日 10時55分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.40 20120314_01）



6

2．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 60,739百万円

（減損損失累計額を含みます。）
（2）関係会社に対する短期金銭債権 9,937百万円

関係会社に対する長期金銭債権 250百万円
関係会社に対する短期金銭債務 17,674百万円

3．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 40,971百万円
仕入高 17,394百万円
営業取引以外の取引高 23,226百万円

4．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の数

普通株式 25,773,688株

5．税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （単位：百万円）
　棚卸資産評価損 2,067
　研究開発費 2,470
　退職給付引当金 3,293
　減損損失 1,792
　繰越欠損金 34,037
　試験研究費の繰越税額控除 7,732
　その他 3,519
　繰延税金資産 小計 54,910
　評価性引当額 △ 54,910
　繰延税金資産 合計 －
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △ 774
　その他 △ 13
　繰延税金負債 合計 △ 787
繰延税金負債の純額 △ 787
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6．関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社および法人主要株主等

該当事項はありません。
（2）役員および個人主要株主等

該当事項はありません。
（3）子会社等

会社名称 住所 資本金 事業の内容 議決権等の
所有割合

関係内容
取引の
内容

取引
金額 科目 期末

残高役員の
兼任等

事業上の
関係

％ 百万円 百万円

㈱アドバンテスト
ファイナンス

東京都
千代田区

1,000
百万円

テストシステム等の
リース・中古品販売 100.0 あり

当社製品の
リース・
中古品販売

リース 524 未払
費用 140

Advantest
America, Inc.

米国
カリフォルニア州

4,059
千米ドル

テストシステム等の
開発・販売 100.0 あり 当社製品の

開発・販売 売上 21,639 売掛金 2,571

Advantest
Europe GmbH

ドイツ
ミュンヘン

10,793
千ユーロ

テストシステム等の
開発・販売 100.0 あり 当社製品の

開発・販売
資金の
借入 4,699 短期

借入金 4,829

Advantest
Taiwan Inc.

台湾
新竹縣

760,000
千ニュータイワンドル

テストシステム等の
販売 100.0 あり 当社製品の

販売 売上 12,048 売掛金 3,817

Advantest
(Singapore)
Pte. Ltd.

シンガポール 15,300
千シンガポールドル

テストシステム等の
販売 100.0 あり 当社製品の

販売

配当の
受取 19,530 － －

資金の
借入 9,574 短期

借入金 9,270

　1.取引条件および取引条件の決定方針
　 売上については、市場価格等を参考に価格を決定しております。
　 借入については、市場金利を勘案して利率を決定しております。
　2.資金の借入の取引金額は、期中平均残高を記載しております。

7．1株当たり情報に関する注記
1株当たり純資産額 711円56銭
1株当たり当期純利益 4円36銭

8．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

9．その他の注記
記載金額は百万円未満を四捨五入で表示しております。
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